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都区財政調整協議会幹事会のまとめ（案） 

Ⅰ 平成 31年度当初フレームにおける協議課題の整理 

 １．新規算定                   １７項目 

○行政評価事務費 

○水害対策経費 

○職員昇任選考費 

○財産管理費（施設保全・営繕積算システム） 

○区立施設定期点検調査費（外壁点検） 

○区立施設定期点検調査費（フロン排出点検） 

○地域福祉計画策定経費 

○待機児童解消緊急対策対応経費（認可外保育施設等保護者負担軽減事業費、 

保育従事職員宿舎借り上げ支援事業費） 

○新生児聴覚検査費 

○公害保健対策費（ダイオキシン類測定委託） 

○空き家対策等事業費 

○【態容補正】中心地区まちづくり調整業務費 

○【投資・態容補正】まちづくり事業費（鉄道駅多機能トイレ等整備促進事 

業費） 

○【小・中学校費】学校運営費（調理従事者ノロウイルス検査） 

○部活動大会参加費等助成経費 

○スポーツ推進計画策定経費 

○学校等情報配信システム関連経費【議会総務費】【民生費】【教育費】 

 ２．算定改善等                  ２９項目 

＜算定充実＞  １３項目 

○防災市民組織育成費（防災用資器材） 

○住民基本台帳整備費・賦課徴収費 

○障害者就労支援事業費 

○老人福祉施設入所措置費 

○区立保育所管理運営費（管理運営委託（委託施設）） 

○健康相談事業費 

○予防接種費（Ｂ型肝炎） 

○母子歯科健康診査費 

○公衆浴場助成事業費 

○労働総務費（高齢者就労対策事業助成金） 

○都市景観づくり事業費 

○街路灯維持補修費 

○教育相談事業費（スクールソーシャルワーカー報酬） 
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＜事業費の見直し＞  ４項目 

○【態容補正】勤労福祉会館管理運営費 

○住宅対策費(特定優良賃貸住宅家賃対策補助) 

○土木自動車整備費 

○【投資・態容補正】沿道環境整備事業 

＜算定方法の改善等＞  １２項目 

○【態容補正】議会運営費 

○災害用食料の備蓄（避難所用） 

○認証保育所運営費等事業費 

○国民健康保険事業助成費 

○放置自転車等対策事業費 

○私道整備助成金（排水設備工事） 

○【投資】公園費の見直し 

○【小・中学校費】要保護準要保護児童・生徒就学援助費 

○【経常・投資・中学校費】特別支援学級等運営費 

○【投資】投資的経費に係る工事単価の見直し（建築工事） 

○【経常・投資】投資的経費に係る工事単価の見直し（土木工事） 

○行政系人事制度改正に伴う対応 

 ３．その他                     １項目 

○公共施設改築工事費の臨時的算定 

 

Ⅱ 平成 30年度再調整について 

 再調整について                  １項目 

 ○首都直下地震等に対する防災・減災対策 
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Ⅰ 平成 31年度当初フレームにおける協議課題の整理 

＜基準財政需要額の算定＞ 

１．新規算定項目（１７項目） 

○行政評価事務費 

行政評価に係る経費について、新規算定する。 

○水害対策経費 

水害対策に係る経費について、新規算定する。 

○職員昇任選考費 

職員の昇任選考試験に係る経費について、新規算定する。 

○財産管理費（施設保全・営繕積算システム） 

施設保全・営繕積算システムに係る経費について、新規算定する。 

○区立施設定期点検調査費（外壁点検） 

建築基準法に基づく、区立施設の外壁点検に係る経費について、新規算定

する。 

○区立施設定期点検調査費（フロン排出点検） 

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律に基づく、区立施

設の第一種特定製品のフロン排出点検に係る経費について、新規算定する。 

○地域福祉計画策定経費 

  地域福祉計画策定に係る経費について、新規算定する。 

○待機児童解消緊急対策対応経費（認可外保育施設等保護者負担軽減事業費、

保育従事職員宿舎借り上げ支援事業費） 

都の待機児童解消に向けた緊急対策に関連する、認可外保育施設等を利用

する児童の保護者に対する保育料助成に係る経費については平成 31 年度

に限り、保育従事職員の宿舎借り上げを行う事業者に対する補助経費につ

いては平成 32年度までに限り、臨時的に算定する。 

○新生児聴覚検査費 

    新生児聴覚検査に係る経費について、新規算定する。 

○公害保健対策費（ダイオキシン類測定委託） 

  ダイオキシン類測定委託に係る経費について、新規算定する。 

○空き家対策等事業費 

  空き家対策等事業に係る経費について、新規算定する。 

○【態容補正】中心地区まちづくり調整業務費 

  中心地区の大規模基盤整備や再開発に向けた関係機関との調整業務委託等 

に係る経費について、態容補正により新規算定する。 

○【投資・態容補正】まちづくり事業費（鉄道駅多機能トイレ等整備促進事業費） 

   鉄道駅多機能トイレ等整備促進事業に係る経費について、態容補正により 

新規算定する。 

○【小・中学校費】学校運営費（調理従事者ノロウイルス検査） 

  学校給食の調理従事者に対するノロウイルス検査に係る経費について、新 

規算定する。 
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○部活動大会参加費等助成経費 

  区立中学校における部活動大会参加費等の助成に係る経費について、新規 

算定する。 

○スポーツ推進計画策定経費 

  スポーツ推進計画策定に係る経費について、新規算定する。 

○学校等情報配信システム関連経費【議会総務費】【民生費】【教育費】 

  学校等情報配信システムに係る経費について、新規算定する。 

 

２．算定改善等 

  ① 算定充実（１３項目） 

○防災市民組織育成費（防災用資器材） 

  防災市民組織に対する防災用資器材の配備等に係る経費について、標準区 

における資器材の配置モデルを設定し、算定を充実する。 

○住民基本台帳整備費・賦課徴収費 

  各種証明書（印鑑証明、住民登録証明及び納課税証明）のコンビニ交付に 

係る経費を追加算定するとともに、特定財源を見直し、算定を充実する。 

○障害者就労支援事業費 

  障害者就労支援事業に係る経費について、就労支援コーディネータ―配置 

数を見直し、算定を充実する。 

○老人福祉施設入所措置費 

  養護老人ホームへの措置に係る経費について、算定を充実する。 

○区立保育所管理運営費（管理運営委託（委託施設）） 

  公設民営保育所の委託料について、保育士等の処遇改善を踏まえ、算定を 

  充実する。 

○健康相談事業費 

  健康相談事業に係る経費について、算定対象を「39歳以下の健康診断」に 

整理し、算定を充実する。 

○予防接種費（Ｂ型肝炎） 

  Ｂ型肝炎の予防接種に係る経費について、接種率等を見直し、算定を充実 

する。 

○母子歯科健康診査費 

  母子歯科健康診査に係る経費について、歯科医師・歯科衛生士配置数など 

事業費全体を見直し、算定を充実する。 

○公衆浴場助成事業費 

  公衆浴場に対する助成に係る経費について、公衆浴場数及び助成単価を見 

直し、算定を充実する。 

○労働総務費（高齢者就労対策事業助成金） 

  シルバー人材センターの運営助成に係る経費について、算定を充実する。 

○都市景観づくり事業費 

  都市景観づくり事業に係る経費について、景観計画に基づく事前協議に係 

  る景観アドバイザー謝礼や、普及啓発に係る経費を追加算定し、算定を充 

実する。 
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○街路灯維持補修費 

  街路灯の維持補修に係る経費について、ＬＥＤ灯への切替に伴い、光熱水 

費や改築費を見直し、算定を充実する。 

○教育相談事業費（スクールソーシャルワーカー報酬） 

スクールソーシャルワーカーに係る経費について、人数を見直し、算定を

充実する。 

 

② 事業費の見直し（４項目） 

○【態容補正】勤労福祉会館管理運営費 

  勤労福祉会館管理運営費について、算定内容を見直す。 

○住宅対策費(特定優良賃貸住宅家賃対策補助) 

  特定優良賃貸住宅家賃対策補助について、算定内容を見直す。 

○土木自動車整備費 

  土木自動車整備費について算定を廃止するとともに、道路維持補修費及び

公園維持管理費について算定内容を見直す。 

○【投資・態容補正】沿道環境整備事業 

  沿道環境整備事業について、算定を廃止する。 

 

③ 算定方法の改善等（１２項目） 

 ○【態容補正】議会運営費 

  議会運営費について、各人口区分の議員定数を見直し、算定を改善する。 

○災害用食料の備蓄（避難所用） 

   避難所用の食料の備蓄に係る経費について、東京都の地域防災計画の修正 

を踏まえた備蓄品となるよう見直し、算定を改善する。 

○認証保育所運営費等事業費 

  認証保育所運営費等事業費について、平成 30年度より創設された「技能 

経験に着目した加算」に係る経費について追加算定するとともに、標準施 

設数及び定員数の見直しを行い、算定を改善する。 

○国民健康保険事業助成費 

  レセプト電算処理及び共同電算処理手数料の法内化に伴い、算定を改善す 

る。 

○放置自転車等対策事業費 

  放置自転車等対策事業に係る経費について、事業費全体及び特定財源を見 

直し、算定を改善する。 

○私道整備助成金（排水設備工事） 

  私道の排水設備工事助成を新規算定するとともに、路面舗装工事助成につ 

いて、助成面積などを見直し、算定を改善する。 

○【投資】公園費の見直し 

  新設公園の用地費の年度事業量について算定を縮減するとともに、工事単 

価の見直しや公園改修費の新設など、算定を改善する。 
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○【小・中学校費】要保護準要保護児童・生徒就学援助費 

   要保護準要保護児童・生徒就学援助に係る補助単価について、国の「要保  

護児童生徒援助費補助金」に合わせた単価となるよう、算定を改善する。 

○【経常・投資・中学校費】特別支援学級等運営費 

特別支援教室制度の導入により、情緒障害等通級指導学級が測定単位の学

級数から除外されることに伴い、算定を改善する。 

○【投資】投資的経費に係る工事単価の見直し（建築工事） 

平成 26、27年度の 2か年における単価上昇分について、当該単価上昇率を

反映した経費を、平成 31年度に限り、臨時的に算定する。 

○【経常・投資】投資的経費に係る工事単価の見直し（土木工事） 

平成 26、27年度の 2か年における単価上昇分について、当該単価上昇率を

反映した経費を、平成 31年度に限り、臨時的に算定する。 

    ○行政系人事制度改正に伴う対応 

      行政系人事制度の改正に伴い、昇給昇格モデル及び職層別区分について見 

直し、算定を改善する。 

 

３．その他（１項目） 

○公共施設改築工事費の臨時的算定 

  平成 31年度に限り、公共施設改築工事費を臨時的に追加算定する。 

 

Ⅱ 平成 30年度再調整について 

        ○首都直下地震等に対する防災・減災対策 

      首都直下地震等に対する防災・減災対策として、「地震等により倒壊の危険 

性があるブロック塀の点検・撤去等に係る経費」、「災害用食料備蓄や防災 

用資器材の充実、水害ハザードマップ印刷や水防訓練に係る経費」及び「災 

害時に避難場所等となる公共施設の改築需要に係る経費」を算定する。 

 


